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研究成果の概要（和文）：本研究では、労災認定基準に基づく看護師の業務上精神障害予防のための管理監督者教育プ
ログラムを開発することを目的としている。そこで本研究では、精神障害の業務起因性を主な争点とした判例分析およ
び質問紙調査を行った後、教育プログラムを作成した。そして、教育プログラムを実施し、教育評価を行った。その結
果、教育プログラムの実施により管理監督者の認識の変化がみられ、一定の教育効果があることが示唆された。

研究成果の概要（英文）：Purpose: To develop a prevention program for occupational mental disease by the 
nurse manager.
Method: Develop of the program involved a) analysis of cases from an occupational mental health disease, 
b) performing an investigation targeting nurses, c) development of a prevention program, education and 
evaluation.
Result and Conclusion: Result indicated as follows a) nurse manager’s awareness was changed, b) 
prevention program for occupational mental disease by the nurse manager had an educational effects.

研究分野：基礎看護学

キーワード： 看護師　ストレス　精神障害
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
平成 19 年労働者健康状況調査において、
自分の仕事や職業生活に関して｢強い不安、
悩み、ストレスがある｣とする労働者が 58％
と日本の労働者の約６割が仕事に関するス
トレスを感じていることが明らかになって
いる。また、「脳・心臓疾患と精神障害の労
災補償状況」まとめによると、仕事のストレ
スによる精神障害の労災請求件数は平成７
年度が 13件であったのに対し平成 23年度に
は 1,272 件と約 100 倍になり、３年連続で過
去最高を更新している。また、労災請求件数
を業種別（中分類）にみると看護師が含まれ
る医療業が最も多く、支給決定件数も医療業
は２位となっており、看護師を含めた医療者
は仕事のストレスによる精神障害発症の危
険にさらされているといえる。このことから、
仕事のストレスは看護師にとって取り組む
べき重要な健康課題と考える。 
現在、厚生労働省の「心理的負荷による精
神障害の認定基準」により精神障害の労災認
定が行われている。これは仕事によるストレ
スが関係した精神障害の「労災認定基準」に
ついて定めた通達（行政指針）であり、労災
請求があった場合に、業務による強い心理的
負荷が認められるかどうかを主要な認定要
素としている。具体的には「業務による心理
的負荷評価表」に示された“極度の長時間労
働”のような「特別な出来事」および“役割・
地位の変化等”のような「具体的な出来事（36
項目）」を主要な判断基準として労災認定が
行われる。換言すると、これらの「出来事」、
すなわちこれらの「業務」が、精神障害を発
症させる危険な業務であると医学的見地か
ら法律的に認められたといえる。しかし、こ
の認定基準はあくまでも精神障害発症後の
労災認定のために用いられるものである。し
かしながら、これらの業務が精神障害発症に
関与していることが明らかになっているの
であれば、それらを予防に活用するという発
想の転換ができるのではないかと考えた。 
 
２．研究の目的 
 本研究では、労災認定基準に基づく看護師
の精神障害予防のための管理監督者教育プ
ログラムを開発することを目的として研究
に取り組む。 
 
３．研究の方法 
(1)過去の労災認定事案の検討 
わが国の労災認定に関わる現状および課
題等を明らかにすることを目的として、精神
障害の業務起因性を主な争点とした判例の
分析による精神障害と業務（仕事）との間の
因果関係（業務起因性）の実態分析を行う。  
また、精神障害の労災補償に関連する文献
による判例検討結果の妥当性および労災認
定基準の検証等に関する検討もあわせて行
う。 
 

(2)質問紙調査の実施・分析 
管理監督者教育プログラム案作成のため
の基礎資料とすることを目的として、判例分
析および文献検討結果をふまえつつ、「心理
的負荷による精神障害の認定基準」を基盤と
した質問紙を作成する。そして、看護職を対
象とした質問紙調査を実施し、調査結果の集
計・分析を行う。 
  
(3)教育プログラムの実施・評価 
質問紙調査結果の集計・分析結果に基づき、
看護師長等の管理監督者が「労働者の心の健
康の保持増進のための指針」のストレス対策
に位置づけられている「ラインによるケア」
が実践できる能力を習得することを主な目
的として、管理監督者教育プログラムを作成
する。そして、作成したプログラムを用いて
管理監督者を対象とした教育を実施し、その
教育効果の評価を行う。 
 
４．研究成果 
(1)過去の労災認定事案の検討 
判例分析では、精神障害の業務起因性を主
な争点とした 52 判例を分析対象とした。こ
こでは、業務上・外の結論が異なった判例の
一部（地公災基金愛知県支部長[Ａ市役所職
員・うつ病自殺]事件、国・天満労基署長[Ｃ
ＳＫ・うつ病自殺]事件）について検討した
結果を述べる。これらの判例について検討し
た結果、第１審と第２審では、被災者の従事
した業務によって心理的負荷を生じたか否
かの事実認定が全く異なっていることが結
論の相違を導いていることが明らかになっ
た。すなわち、心理的負荷を生じる業務であ
ったか否かの事実認定がいかに行われるか
が、判断の相違を導く決定的要因であること
が示唆された。第１審では労災認定基準に忠
実であろうとするがゆえに極めて限定的な
認定要件により判断しているのに対し、第２
審では労災認定基準の合理性や妥当性を認
めつつ、その具体的運用すなわち事実をとら
えてこれを評価する部分（事実認定）につい
ては、労災認定基準を一部修正したり、新た
な判断枠組みを加えたりすることで、被災者
を救済する、すなわち、結果的に業務起因性
を広く認めることにつなげていることが明
らかになった。行政認定が基準を厳格に適用
する姿勢をとらざるをえないのに対して、裁
判所はこれら行政認定基準に一応は従いつ
つ、あるいは依拠しつつ、より柔軟な姿勢で
労災問題を捉えていこうとする姿勢が窺え
ることが明らかになった。また、労災認定基
準を検証した結果、心理的負荷の基準となる
労働者を誰にするのかという点については
見解が分かれていること、急性ストレスを重
視した基準であること、長時間労働の基準が
脳・心臓疾患の労災認定基準に比べ厳しい基
準となっているといった問題点が明らかに
なった。 
 



(2)質問紙調査の実施・分析 
Ａ県内の医療施設の看護部長に対し、研究
の目的、必要性、方法、倫理的配慮等を説明
し、同意の得られた施設に勤務する看護職
431 名を対象として質問紙調査を行った。質
問紙は無記名とし、基本属性、職務状況、看
護職業務に関連するストレスに関する質問
項目（25 項目）からなる自記式質問紙を用い
た。調査期間内に 243 名から質問紙の返送が
あり（回収率 56.4％）、全員を解析対象者と
した（有効回答率 100.0％）。基本属性は表１、
表２に示すとおりであり、解析対象者のほと
んどが女性で、また、30 歳代、40 歳代の者
が７割を占めていた。 
 

表１ 性別 

 人数 割合（％） 

女性 222 92.1 

男性 19 7.9 

 
 

表２ 年齢階級 

 人数 割合（％） 

29 歳未満 21 8.8 

30～39 歳 85 35.4 

40～49 歳 83 34.6 

50～59 歳 40 16.7 

60 歳以上 11 4.6 

 
まず、看護職業務に関連するストレスに関
する質問項目 25 項目のうち、各項目の経験
の有無についてみると、「新しい業務の担当
になる」、「患者・家族等から無理な要望を言
われる」、「患者・家族等からクレームを言わ
れる」、「仕事内容が変わる」、「仕事量が変わ
る」、「勤務形態が変わる」、「仕事のペースが
変わる」、「配置転換になる」、「同僚等が減る」、
「理解してくれていた人が異動する」、「上司
が替わる」の 11 項目については、80％以上
の者が「経験あり」と回答していた（表３）。 
 
 
表３ ストレス項目の経験ありの割合 

 ストレス項目 
経験あり 

回答割合（％） 

医療事故を起こす 42.0 

医療事故を目撃する 63.7 

病院の経営に影響するような 

重大な仕事上のミスをする 
7.0 

業務が原因で病気になる 39.1 

業務が原因でケガをする 39.0 

新しい業務の担当になる 94.5 

患者・家族等から無理な要望を 

言われる 
88.6 

患者・家族等からクレームを 

言われる 
89.5 

大きな説明会や公式の場で発表

する 
77.9 

上司が不在になり、その代行を 

任せられる 
64.7 

仕事内容が変わる 93.3 

仕事量が変わる 92.9 

勤務形態が変わる 85.0 

仕事のペースが変わる 87.3 

複数名で担当していた業務を 

１人で担当する 
57.7 

配置転換になる 85.1 

自分が昇格・昇進する 30.7 

同僚等が減る 95.0 

嫌がらせやいじめなどを受ける 56.2 

上司とトラブルになる 41.0 

同僚とトラブルになる 47.7 

理解してくれていた人が異動 

する 
83.3 

上司が替わる 95.4 

同僚等の昇進・昇格があり、 

昇進で先を越される 
42.3 

セクシャルハラスメントを 

受ける 
33.5 

 
そこで、これら 11 項目についてその項目
を経験した時のストレスの程度をみると、
「非常にストレスである」と回答した者の割



合が 50％以上となっていたストレス項目は、
「患者・家族等からクレームを言われる」
（65.7％）、「配置転換になる」（58.5％）、「患
者・家族等から無理な要望を言われる」
（58.4％）、「新しい業務の担当になる」
（54.7％）、「仕事量が変わる」（50.7％）、「理
解してくれていた人が異動する」（50.3％）
の６項目であり、これらの項目を経験した時
には半数以上の者が非常に強いストレスを
感じることが明らかになった（図１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 

 
図１ 「非常にストレスである」の割合 
 
次に、看護職経験年数別（９年以上および
10 年以上に２群に分類）の看護職業務に関連
するストレスに関する質問項目 25 項目の各
項目の経験の有無についてみると、「新しい
業務の担当になる」、「患者・家族等から無理
な要望を言われる」、「患者・家族等からクレ
ームを言われる」、「仕事内容が変わる」、「仕
事量が変わる」、「同僚等が減る」、「上司が替
わる」の７項目については、９年以下および
10 年以上の者ともに、80％以上の者が「経験
あり」と回答していた。 
そこで、これら７項目についてその項目を
経験した時のストレスの程度をみると、「患
者・家族等から無理な要望を言われる」、「患
者・家族等からクレームを言われる」の 2項
目については、９年以下および 10 年以上の
者ともに「非常にストレスである」と回答し
た者の割合が 50％以上となっていた。しかし、
「仕事内容が変わる」については、９年以下
の者のみが「非常にストレスである」と回答
した割合が 50％以上となっており、「新しい

業務の担当になる」、「仕事量が変わる」につ
いては、10 年以上の者のみが「非常にストレ
スである」と回答した割合が 50％以上となっ
ていた。なお、「同僚等が減る」、「上司が替
わる」については、９年以下および 10 年以
上の者ともに「非常にストレスである」と回
答した者の割合は 50％未満であった。このよ
うに同じストレス項目を経験しても、強いス
トレスを感じるか否かは経験年数により異
なることが明らかになった。 
 
(3)教育プログラムの実施・評価 
質問紙調査を実施したＡ県内の医療施設
の看護部長に対し、研究の目的、必要性、方
法、倫理的配慮等を説明し、同意の得られた
施設に勤務する管理監督者（看護師長、看護
主任）33 名を対象に教育プログラムを実施し
た。教育内容は質問紙調査の集計・分析結果
に基づき作成した。具体的には、全看護職の
ストレスの実態集計結果や看護職経験年数
別の比較集計結果をもとにストレス対策の
必要性やその具体的方法について教育を行
った。 
教育実施前の管理監督者による職場のメ
ンタルヘルス対策の取り組み状況について
は、取り組んでいると回答した者の割合が
66.7％であり、ほとんどの管理監督者は職場
で何らかのストレス対策を実施していた。そ
の実施内容をみると、面談や声かけ、受診勧
奨などとなっていたが、その対象者の選別は
管理監督者自身の主観的判断に基づいて行
っている傾向にあった。しかしながら、本プ
ログラムを用いて教育を実施した結果、管理
監督者は看護職経験年数別比較におけるス
トレス項目の経験の有無や「非常にストレス
である」と感じる者の割合に関する内容に対
して関心を示す傾向がみられた。そして管理
監督者は、経験年数により強いストレスを感
じる項目に違いがありそれらを念頭に入れ
て関わっていく必要性やストレスを感じる
項目を経験した看護職に対するメンタルサ
ポートの重要性などを認識できており、看護
職経験年数別比較におけるストレス項目の
経験の有無や「非常にストレスである」と感
じる者の割合を職場のメンタルヘルス対策
に活用していく意思が確認できた。これらの
ことから、管理監督者の今後の職場メンタル
ヘルス対策において、主観的判断ではなく根
拠に基づいた対策の実施につなげることが
できることが示され、一定の教育効果がある
ことが示唆された。今後も継続して教育効果
の評価を行い、その評価結果をふまえた教育
プログラムを追加実施等していくことで、健
全な職場環境の形成や看護職のメンタルヘ
ルス向上に寄与していきたいと考える。 
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